
☆平成３０年度　普通会計等決算統計数値及び財政指標等の状況（速報値） （単位：千円）　

福 智 町 22,871 　 面 積 職 員 数 技能労務職 計

Ⅴ－２ 23,012 42.06 ｋ㎡ 211 13 211

決算額 決算額 1,139,715

地　方　税 1,619,914 人　件　費            (b) 2,113,209 歳入総額 A 5,793,222

地方譲与税 102,792 1,516,727 19,137,516 11,376,138

利子割交付金 2,429 扶　助　費 2,610,983 歳出総額 B 18,309,075

配当割交付金 5,396 公　債　費 2,649,157 18,620,020 12,208,529

株式譲渡所得割交付金 4,942 2,649,154 歳入歳出差引額 C 8,138,701

地方消費税交付金 370,345 3 A－B 517,496 20,347,230

ゴルフ場利用税交付金 114 7,373,349 翌年度へ繰り D 2.54

特別地方消費税交付金 0 物　件　費 1,691,169 越すべき財源 11,646

自動車取得税交付金 39,050 維持補修費 322,934 実 質 収 支 E

地方特例交付金 6,388 補助費等 2,050,362 C－D 505,850 61,973

地方交付税 5,788,396 うち一部組合負担金 752,401 単年度収支 F

内 普通交付税 4,817,024 繰　出　金 1,343,151 △ 109,242 255,346

特別交付税 971,372 積　立　金 2,365,230 積　立　金 G

訳 震災復興特別交付税 0 投資及び出資金.貸付金 107,340 4,651 95.1 (99.1) 義務的経費 39.6

交通安全対策特別交付金 3,615 前年度繰上充用金 － 繰上償還金 H 人 件 費 24.1 (25.1) 　人　件　費 11.3

7,943,381 7,880,186 684,229 物 件 費 11.0 (11.4) 　公　債　費 14.2

分担金及び負担金 141,539 3,366,485 積立金取崩し額 I 維持補修費 0.7 (0.8) 投資的経費 18.1

使　用　料 431,223 うち事業費支弁人件費 (c) 83,259 0 内　訳 扶 助 費 10.0 (10.4)   普通建設事業費 17.6

手　数　料 80,463  普通建設事業費 3,277,802 実質単年度収支 J 補助費等 13.8 (14.3)     うち単独事業費 8.7

国庫支出金 2,104,788  補助事業費 1,626,941 F+G+H-I 579,638 公 債 費 23.1 (24.1) その他の経費 42.3

国有提供交付金 0  単独事業費 1,612,024 歳出決算倍率（倍） 繰 出 金 12.5 (13.0)

県支出金 978,053  そ  の  他 38,837 2.6  国民健康保険事業(事業勘定) 466,529

財産収入 213,868  災害復旧事業費 88,683 経常一般財源収入  (d) 6,988,320  国民健康保険事業(直診勘定) 61,800

寄　附　金 1,337,223  失業対策事業費 0 経常一般財源等収入(a)+(d)  (e) 7,279,312  介護保険事業会計 401,725

繰　入　金 2,647,692 18,620,020 経常経費充当一般財源 6,924,281  後期高齢者医療事業会計 413,097

繰　越　金 623,859 2,196,468 ※平成29年度福智町会計別決算収支の状況  水道事業会計 245,192

諸　収　入 326,635 　① 実質赤字比率 - (△7.00) 一般会計 田川郡公平委員会特別会計 1,486

地　方　債 2,308,792 収益事業収入 － 　② 連結実質赤字比率 - (△5.36) 住宅新築資金等特別会計 公共用地先行取得事業特別会計 0

うち減収補てん債特別分 － 標準財政規模に対する割合(%) － 　③ 実質公債費比率 4.4 国民健康保険特別会計 水道会計(資金不足・余剰額) 126,152

うち臨時財政対策債 (a) 290,992 基準財政需要額に対する割合(%) － 　④ 将来負担比率 - (△227.2） 後期高齢者医療特別会計

19,137,516 福智町立診療所事業特別会計

12,224

40,549

1,062

歳　入　合　計 △ 427,864

収益事業の状況 493,626

一般財源 (計) その他経費　　計

投資的経費　　計

内
　
　
訳

内
　
訳

歳　出　合　計 起債制限比率　(%)

※ 実質人件費総額  (b)+(c) ※ 健全化判断比率 ４指標　 (%)

　公営事業等会計への繰出金の状況

 ※経常収支比率の（　　）数値は、経常一般財
源等収入額(e)から、臨時財政対策債(a)を除い
た場合の比率。

公債費比率　(%)

経常収支比率等の状況　(%) 土地開発基金現在高(現金・預金)

経常一般財源比率 96.8 歳出決算構成比の状況  (%)

経 常 収 支 比 率

義務的経費　　計 　徴 収 率 （％） 98.0 現債高倍率（倍）

債務保証損失補填

財 政 力 指 数 の 状 況
債務負担
行為額

(翌年度以降
支出予定額)

物件の購入等

基 準 財 政 需 要 額 6,297,017

基 準 財 政 収 入 額 1,693,077 そ　の　他

財政力指数（３年平均） 0.264 実質的なもの

合　　計

普通税収入状況（現年課税分）
地方債
現在高

 政府系等資金

 元利償還金 調　定　済　額 1,588,032  その他資金

 一時借入金利子 収　入　済　額 1,555,754 合　　計

区　　　分 区　　　分 収　支　の　状　況 標準財政規模（合併算定替数値）

積立金
現在高標 準 税 収 入 額 等 2,110,233

計 7,218,249

 財政調整基金

普  通  交  付  税 5,108,016  減 債 基 金

 うち職員給 その他特目基金

団　体　名 27年国調人口 一般職員 教育公務員 消防職員 臨時職員

類　　　型 31.1.1住基人口 197 1


